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TPP関連法の成立で，著作権保護期間が死後もしくは公表後 70年に延長される運びとなった。このことで大き
な影響を受ける「権利者不明問題」の解消に向けて，放送アーカイブ活用の視点から考える2回シリーズでの論考
の後編。権利者不明問題に対応する現行法下での「裁定制度」と，現在，導入に向けた議論が進む「拡大集中
許諾制度」のそれぞれの効果と課題を検証し，問題解決への道を探る。権利者団体独自の取り組み「オーファンワー
クス実証事業」や，関連する法改正など最新動向も交えて，大量の権利者不明著作物の権利処理という難問を抱
える放送アーカイブが，より広く活用されるための試案を提示し，考察する。

官の裁定を受けることで著作物利用を可能とす
る制度（以下「裁定制度」）と，いままさに導入
への模索が続いている，所在不明の者を含む
権利者の著作物についてあらかじめ許諾を出
す「拡大集中許諾制度」（Extended Collective 
Licensing, 以下「ECL」）である。いずれも，
使用料相当額の負担を前提に「権利者本人の
許諾がなくとも著作物が利用できる」ことが特
徴だ。

ここで留意すべきは，他人に無断で利用さ
せない権利，すなわち「許諾権」を実質的に
抑制される権利者側のデメリットが，利用者側
のメリットと比較して，一般的にも納得感のあ
る合理的な制度となっているか否かである。

著作物とは，人が自らの魂を表現したものと
言っても過言ではない。特に表現のプロにとっ
ては，貴重な収入源であると同時に，才能と
努力の結晶である。ゆえに著作権は，社会的
ニーズ云々に先立って，個人の権利として尊重
されるべきだという伝統的な原理がある。一
方，趣味の域で表現を楽しみ，権利の保護な
どには関心のない権利者も非常に多い。人に

 1. はじめに

著作権保護期間の延長により，かねてから
課題であった「Orphan Works（オーファンワー
クス＝孤児著作物）問題」，すなわち「権利者
不明問題」がさらに深刻化するおそれが出てい
る。映像の戦後史とも言える放送アーカイブ 1）

の活用に直撃する問題である。
前編で紹介したように，権利者不明問題は，

①そもそも権利者が誰なのかがわからない

②権利者を特定できたが連絡先がわからない

③もとの権利者が死去している場合，権利継

承者が誰で，どこにいるのかがわからない

といった理由により，著作物を利用したくとも
権利者（著作権者等）から許諾を得られない
ため，結果として，多くの作品が「死蔵」され
ることにつながる。特に，上記②，③の場合，
保護期間の延長によって，探し出すのはいっそ
う困難なものとなる。

本稿（後編）では，放送アーカイブの活用を
促す視点から，権利者不明問題への対応が期
待される二つの制度に焦点を当てる。文化庁長
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よって権利意識の温度差は大きい。しかし，
いずれにせよ権利者であることに違いなく，粗
雑に扱うことはできない。著作物利用を促進す
る制度化の検討においては，無断で他人に作
品を利用される権利者本人の地位をどの程度
に保つかが，重要な鍵となる。そのうえで，権
利者を探しても見つからないがために，人々が
過去の作品を享受できないという，文化にも産
業にも貢献しない状況をどう打開するのか。こ
の問題の検討は，極めて慎重に，かつ，勇気
を持ってなされなければならない。

本稿では，裁定制度とECLの効果と課題を
検証したうえで，新たな動きとして，権利者団
体自らが権利者不明問題の解決を目指す「オー
ファンワークス実証事業」の成果を伝える。こ
れらを踏まえ，むすびに，放送アーカイブの活
用への展望として，問題解消に向けた筆者な
りの試案と考察を提示する。

どこかにいるはずの権利者本人を尊重しな
がら，大量の著作物が流通する時代に見合う
円滑な権利処理を実現する新しい仕組みはど
うあるべきか，ともに考えていただきたい。

 2. 権利者不明問題へのアプローチ
     ～裁定制度と拡大集中許諾制度（ECL）～

この章では，まず，現行法のもとで運用実績
のある裁定制度について，利用者の視点から
解説する。さらに，ECLについて，先行事例
である北欧諸国の概況や，裁定制度との比較
も交え，期待される効果と課題を洗い出す。

2-1  裁定制度
裁定制度は，著作権法第67条に「著作権者

不明等の場合における著作物の利用」として規

定され，それに続く条文や法令等によって運用
のルールが定められている。文化庁長官の裁
定によって，権利者本人の許諾を得ていなくと
も適法に著作物の利用が可能になる。

なお，裁定申請の対象は，著作者がすでに
公表しているか，相当期間にわたり人々が入手
したり見聞きすることのできる著作物に限定さ
れる。これは，権利者不明作品の利用におい
て肝心なポイントだ。著作者がすでに公表して
いる，とは，著作者はその作品（ないし発言や
パフォーマンス）を，少なくとも一度は「世に出
す意思」があったことを示す。また，著作者本
人によって公表されたか否かが不明な場合で
も，相当期間にわたり世間に流布しているので
あれば，新たな利用をしても，殊更に権利者
の利益を侵すものではないと考えることができ
よう。逆に，未公表のものや，いったんは公表
したが「もう世には出したくない」という権利者
の意思が明確に示されている場合は，裁定を
することはできない。

日本の場合，対象作品は公表されたもの全
般で，利用主体・目的のいずれも限定はないた
め，商業利用での申請も可能である。にもか
かわらず，長期間にわたって，この制度の利用
が極めて少なかったというのが実情だ。裁定を
受けるに至るまでの，利用者（申請者）にかか
る負担の大きさが，敬遠される理由であった。

では，負担とはどのようなものか。利用申請
の流れに沿って見ていこう（図1）。

①申請前の「相当な努力」

裁定制度では，著作物の利用を希望する者
（利用者）が自ら，所在不明の権利者（以下「不
明権利者」）を「相当な努力」で探索すること
が要件になっている。「利用者としては，許諾
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図 1　裁定制度 申請の流れ

（文化庁「裁定の手引き」より）
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を求める意思があるにもかかわらず，権利者に
連絡できない」という結果を示すことによって，
公益性に鑑み，政府機関が権利者に代わって
利用の許諾を与えるのである。
「相当な努力」は，具体的には以下（1）～（4）

すべての措置をすることを指す 2）。
（1）資料の閲覧…著作物の種類に応じて作成
された名簿・名鑑（例：『文化人名録』や『日
本タレント名鑑』など）の閲覧，またはウェブ
サイトでの情報検索（過去に裁定がなされた
著作物の場合は文化庁のウェブサイトでのデー

利者が過去に在籍した勤務先など「関係する
と思われる」連絡先が判明した場合は，連絡
を行う。電話をしたがたまたま留守だった，と
いう程度では「権利者と連絡がとれない」こと
の理由にはならない。

放送アーカイブは，ひとつの番組だけでも
多数の不明（と思われる）権利者が存在する
ケースがある。そうした番組を大量に活用しよ
うとなったとしても，権利者一人一人に対して，
この「相当な努力」が求められる。

タベース検索）のいずれかを
行う。

（2）著作権等管理事業者 3）

などへの照会…日本文藝家
協会，日本美術家連盟など
各管理団体が，探している著
作物の情報を管理しているか
否かを確認する。同じ著作物
の分野で複数の事業者（例
えば音楽分野ではJASRAC，
NexToneなど）が存在する場
合は，原則，すべての事業者
に照会する。

（3）公衆への呼びかけ…日刊
新聞への広告，もしくは公益
社団法人著作権情報センター

（CRIC）のウェブサイトに権利
者の情報提供を求める旨を掲
載する。ウェブサイト掲載期
間は7日以上，CRICの掲載
料は1件あたり8,100円。

（4）上記の措置により，権利
者本人の住所や電話番号など
何らかの連絡先，もしくは権
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②文化庁への申請

「相当な努力」をしても権利者と連絡がとれ
なかった。そこで，いよいよ裁定の申請となる。
申請書には，権利者不明の著作物の題号・著
作者名（「不明」でも可）や，権利者と連絡が
とれなかった理由となる「相当な努力」をどの
ように行ったかなどを記載する。また，通常の
使用料の「相場」に照らした補償金額 4）の根拠
となる資料も作成する。さらに，利用方法（イ
ンターネット配信か，DVD販売か，など）を期
間や数量とともに明示しなければならない。期
間・数量に特段の上限はないが，「無制限」の
申請では，文化庁側で最終的な補償金額を算
出することが困難になるためだ。

③補償金の決定・供託から利用へ

補償金額は，文化審議会への諮問を経て決
定し，利用者が同額の供託金を法務局所管の
供託所に納めて，申請手続きは完了する。著
作物の利用にあたっては，その複製物に裁定
を受けたことを日付も入れて表示しなければな
らない。また，裁定のあとに利用できる立場
を第三者に譲渡することは認められない。

かつては，日刊新聞への広告掲載が必須と
いう条件の厳しさもあり，「相当な努力」を始
めてから利用に至るまでの申請者側に課せら
れたハードルはかなり高いものであった。加え
て，補償金負担のコストをかけてまで取り組
むとなると，申請は「どうしても再利用すべき
だ」と判断されたコンテンツに絞り込まざるを
得ない。これが従来の申請件数の少なさにつ
ながっていた。

手続きの簡便化や利用コストの低減を図り，
裁定制度の利用を促すため，文化庁はここ

数年の著作権法改正に努めてきた。例えば，
2009年の改正では，「申請中の利用」を可能と
する制度を新設した（図1）。文化庁に申請し，
補償金相当額の決定を受けた担保金を供託す
れば，裁定を待たずに利用できるため，利用
開始がおおむね1か月程度前倒しできるように
なった。同時に，それまで裁定の対象ではな
かった著作隣接権（実演など）についても申請
可能となった。このことは，ドラマや歌謡番組
をはじめ数多くの実演家の権利処理という課
題を抱えていた放送局にとっては，朗報であっ
た。「相当な努力」の要件も徐々に緩和されて
いる。さらに，2019年1月からは，国や地方
公共団体などが申請する場合，補償金の事前
供託が不要となり，権利者が現れた時に補償
金を支払えばよいこととなった。

こうした制度改正もあり，NHKやその関連
団体は2011年度からアーカイブ再利用のための
申請も行うようになり，18の番組が裁定を受け
ている（2017年3月末現在）。

ここまでを振り返り，裁定制度での利用者と，
不明とされた権利者にとってのプラス面・マイナ
ス面をまとめてみよう。

【利用者側のプラス面・マイナス面】

言うまでもなく，プラス面は，裁定制度の手
続きと金銭負担を適正に行うことで「国のお墨
付き」を得て，権利者本人の許諾がなくとも著
作物を利用できることである。

一方，マイナス面としてはまず，法改正によっ
て申請期間の短縮や手続きの簡略化が進んで
いるものの，依然として手間暇が多くかかると
いう点。仮に，裁定制度をフル活用しながら
NHKアーカイブス保存番組（約100万本）の大
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半を公開するなら，膨大なマンパワーと予算を
組まなければならない。特に公共放送である
NHKのアーカイブには，教育・教養番組をは
じめ，無償での公開がなじむコンテンツが多い
ため，コストの面で懸念がぬぐいきれない。

また，アーカイブ活用の多様化がさらに進
めば，前例のない利用目的のために裁定の申
請をする機会も出てくるだろう。その場合，補
償金額の算出根拠をどうするのかといった実務
上の課題も浮上する。さらに，申請にあたって
期間・数量を定めるルールもネックとなり得る。
すでに裁定を受けて利用が始まっている作品
であっても，別の目的が生じたり，当初の想定
以上に利用期間を延長するような場合は，改め
て手続きが必要となる。

放送アーカイブのように，大量の権利者不明
作品を幅広い用途でスピーディーに活用したい
利用者にとっては，いまもなお，ハードルが高
い制度だと言わざるを得ないだろう。

【権利者側のプラス面・マイナス面】

裁定によって著作物利用が開始されたあと
になって，不明とされた権利者本人が現れたと
したら，彼 /彼女にとってのプラス面・マイナス
面は何であろうか。

プラス面は，補償金を受け取る権利が付与
されていることだ。作品を他人に利用されるこ
とに抵抗感のない権利者であれば，対価を得
ることで，合理的な取り引きとなるだろう。

問題となるマイナス面は，権利者が他人の利
用を望まない場合，もしくは，補償金額に納得
できない場合の対抗手段が，提訴以外にない
ことである。

利用を望まない，つまり裁定自体に納得でき
ない場合，権利者は国を相手に行政訴訟を提

起することになる。しかし，この場合は前述の
ように，作品を「もう世には出したくない」とい
う意思を明らかにせず，単に裁定申請に気づか
なかった，ましてや作品そのものの存在を忘れ
ていたなどとなれば，勝訴の可能性は極めて
低いだろう。また，補償金額に納得できない
場合は，権利者と利用者の当事者間で争うこ
とになる。いずれにせよ，訴訟コストがかかる
うえ，いったん適法に始まった作品の利用を覆
すことは容易ではない。

そうであっても，利用・公開の停止を権利者
から求められたとしたら，放送局としては悩ま
しい判断を迫られる。「適法ですから」と素っ
気なく断ることもしづらく，この点からも，裁
定による作品利用は，一抹の不安を抱えたま
ま始まることを留意すべきである。

2-2  拡大集中許諾制度（ECL）
ECLについては，2015年に文化庁の委託

事業として，専門家による欧米諸国の状況調
査が行われ，翌年3月に「拡大集中許諾制度
に係る諸外国基礎調査報告書」（以下「諸外国
報告書2016」）がまとめられた。それをもとに，
法学者や弁護士らが研究を重ね，2017年3月
に「拡大集中許諾制度に関する調査研究報告
書」（以下「報告書2017」）が発表された。この
項では主として上記二つの報告書の内容を読
み解きながら，ECLとは何か，効果と課題は
何か，論究する（図2）。

まず明記したいのは，ECLは，権利者不明
問題の解消だけを目指した制度ではない，と
いう点である。ECLの主目的は，大量に著作
物が流通する中で，権利者を適切に保護しな
がら，円滑な利用を促進することだ。この仕
組みには，現に所在が明らかな権利者も含ま
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図 2　ECL のイメージと効果・課題

非構成員
（不明権利者含む）

利用者
（または利用者団体）

オプトアウト

効果を拡大

個別交渉

構成員

ECL 団体 者含む）

プ
著作物利用許諾契約

（知的財産戦略本部「知的財産推進計画 2016」より）

れており，裁定制度が権利者不明の場合
のみ有効であることとは性格を異にする。
また，ECLは日本では議論の段階であ
り，すでに制度を導入しているヨーロッパ
でも，内容は国によって若干異なることに
留意されたい。

実はECLの歴史は古い。1960年代に
北欧のスウェーデンやデンマーク，ノル
ウェー，フィンランドなどで相次いで制度
化され，その後，1992年にアイスランド，
2014年にはイギリスが導入した。また，ア
メリカではパイロットプログラムが始まり，
制度の実効性の検討が進められている。

諸外国報告書2016において，ECLは，
「規定（ECL規定）に基づき，著作物の利用者
（又は利用者団体）と相当数の著作権者を代表
する集中管理団体との間で自主的に行われた
契約を通じて締結された著作物利用許諾契約

（ECL契約）の効果を，当該集中管理団体に
著作権の管理を委託していない著作権者（非
構成員）にまで拡張して及ぼすこと（拡張効果）
を認める制度」と定義されている 5）。

ECL規定によって新たに作られた集中管理
団体（以下「ECL団体」）は，自らが管理して
いない権利者（以下「非構成員」）の作品につ
いても利用を許諾することができるのだ。ECL
団体は，利用者側との契約で定めた使用料相
当額を非構成員の分も含めて徴収し，分配を
行う。長期間現れなかった不明権利者のため
の未分配使用料の取り扱い方法は検討を要す
る課題であるが，いずれにせよ，いったんは団
体が預かる。

このECLによる集中管理を，現行の著作権
制度での仕組みと比較してみよう。

現在，著作権等管理事業法によって，例え
ば脚本では，日本脚本家連盟と日本シナリオ
作家協会が管理事業者として登録している。

権利者（脚本家など）は，いずれかの管理
事業者に作品の権利を委託することを選択で
きる。権利者が自らの意思で，他人への利用
許諾や使用料徴収と分配の事務手続きを管理
事業者に代行させる形となる。もちろん，いず
れの事業者にも託さず，権利者本人が作品を
管理し，自ら許諾権を行使して，利用の可否
や料金などの条件をその都度決定するという
選択も可能だ。管理事業者側から見れば，権
利者からの申し込みがなければ管理権限は発
生しないし，当然，権利者不明作品の利用許
諾もできない。それらの作品の分の使用料は
徴収できない。

だが，ECL団体が生まれ，利用者側（放送
局など）との間で利用許諾契約が結ばれたとし
たら，状況は一変する。

ECL団体に委託していない非構成員の作品
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も，他人に利用させる許諾の判断や利用条件
の設定が，団体に委ねられるのだ。ECL契約
締結の告知が非構成員に対して不完全であれ
ば，本来自分で管理しているはずの作品が，
付き合いのない団体の許諾によって，いつの間
にか誰かに利用されている，という事態が発
生してしまうリスクがある。

ただし，非構成員の中には不明権利者も相
当数含まれているので，その点に注目すれば，
権利者不明問題の解消に向けては劇的な効果
が期待できるのだ。

これらを踏まえたうえで，前章の裁定制度と
比較をしながら，ECLの特徴を浮き彫りにし
てみよう。

ECLの特徴①「オプトアウト権」

オプトアウト権は，裁定制度との相違点とし
て，また，従来の著作権法の原則と照らして
も，最も大きなポイントと言えよう。

オプトアウト（Opt-out）の直訳は「離脱」。
権利者が，自らの作品の利用を禁止できる権
利が「オプトアウト権」である。オプトアウトの
申し出があった場合，利用者側はそれに従い，
作品を利用対象から除外しなければならない。
権利者は，ECLによる利用の枠組みから離脱
し，自らの許諾を必要とする著作権の原則に
戻すことができるのだ。なお，構成員の場合
は，特定の作品や利用形態についてオプトアウ
トしたことを利用者に公表する必要がある 6）。

放送アーカイブ活用に例えれば，ECL契約
を結んで番組を公開したとしても，オプトアウ
トがあれば，その作品が使われた箇所を編集
でカットするか，番組そのものの公開を取りや
めざるを得ないこととなる。

裁定制度では，利用可能との裁定が下りた

あとは，原則として権利者は，自らの作品の
利用を禁止することはできない。前述のように，
訴訟によるしか対抗手段はなく，かなりハード
ルが高い。これに対してECLでは，オプトア
ウト権が，許諾していないのに作品を利用され
る権利者本人の法的地位を守るための重要な
後ろ盾となっている7）。

ECLの特徴②

利用者の権利処理コスト軽減

オプトアウト権の存在は利用者側にとっては
不安定要素だが，ECLが目指すのはあくまで
利用の促進である。何より，ECL団体からの
許諾さえ得られれば，裁定制度での「相当な
努力」のような権利者探索をせずとも，手続き
が一度で済むワンストップの処理で利用が可能
となる。権利者不明問題での利用者側の最大
の難関，権利処理コストが大幅に軽減される。
ただし，それに代わって，不明権利者の探索
も含めた非構成員の把握と彼らの権利保護に
ついては，ECL団体側の課題となっていく。

ECLの特徴③ 利用条件設定の柔軟性

裁定制度の場合，利用者側が利用方法や補
償金額の根拠を提出するものの，法に則った
手続きのもと，文化庁長官によって決定される。
利用方法の変更や期間を延長する場合は，原
則としてその都度手続きが必要となる。

一方，ECLは，利用者側とECL団体との契
約で，利用形態や使用料額などで双方が合意
すれば独自のルールを決定できる。となれば，
利用方法によっては期間を無制限とすることも
可能と考えられ，柔軟性はECLのほうが明ら
かに高い。ただし，不明権利者にとって不利
益でしかない恣意的な契約の横行は回避せね
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ばならず，そのための仕組み作りには十分な検
討が必要となるだろう。

権利者にとっては，無断で作品を利用され
ることへの防波堤としてのオプトアウト権と補
償金。利用者にとっては，権利処理コストの
軽減と契約の柔軟性によって円滑な利用が見
込まれる旨み。これを見れば，ECLは，大量
の著作物が流通する時代の要請に応える制度
と言えよう。

だが，制度として実際に運用するには，前
述したほかにも，多くの課題がある。報告書
2017では，ECLの効果とともに，検討を要す
る点が多数示された。ここでは，制度導入の
うえでの主な課題として，「法的正当性」と「代
表性要件」を取り上げる。

ECLの課題①「法的正当性」

～許諾権は制限できるのか～

非構成員の著作物までも第三者に利用許諾
し使用料を徴収するECL団体を，どのような
論理で法的に正しいと言えるのか。「法的正当
性」の課題は大きい。報告書2017では，海外
の労働協約や，民法に関する最高裁判例など
も吟味した末，「一義的な正当化事情を特定す
ることは非常に困難」と指摘した。そのうえで，

「許諾権を制限し，対価請求権化するものなの
か否かに応じ，正当化される事情が異なる」と
も述べている 8）。

著作権法において，権利者の許諾権は必ず
しも不可侵ではない。「権利の保護」と「文化
の発展」のバランスを勘案した結果として，許
諾権を制限して対価を請求する権利のみを認
める条文は複数存在する。

例えば，学校の教科書に著作物を掲載した

り，予備校の模擬試験問題に著作物を利用す
るような場合，権利者の許諾権は制限される
が，補償金を受け取る権利が付与される。

放送に関係したものでは，学校向け教育番
組の放送や有線放送をする場合，権利者の許
諾は不要だが，一定の補償金を支払わなけれ
ばならない，といった規定などがある。

報告書2017からは，権利者に対して，この
ように許諾権を制限し，対価請求権を与えるこ
とで，制度導入の可能性を示唆したと読み取
ることもできる。

ECLで，権利者に対価請求権のみを認める
とすることは可能であろうか。権利の制限はお
おむね，公益性の高さや利用の実態から見て
権利者への影響が少なく，むしろ円滑な利用
を図ることが望ましいケースに適用される。そ
のような利用に限定したECLの導入であれば，
許諾権の制限は合理性が高まるだろう。逆に，
いたずらに露出することが権利者の不利益に
つながるなら，認めづらいことになる。

放送アーカイブの活用にあてはめても，例え
ば教育や福祉目的など公益性の高いものと，
提供する側の収益性が高いものとでは，ECL
の正当化への意見は分かれるだろう。

ECLの課題②「代表性要件」

～ ECL団体は成立するのか～

報告書2017では，集中管理団体が，ECL
規定に基づき「著作権者等の相当数を代表す
る」という要件をどう満たせるかが課題として
挙げられた。「相当数」とは，すべての権利者
の何パーセント程度になるのか，あるいは作品
数にして何万点以上となるのか。ECLを制度
化している欧州諸国も具体的な数値を明示し
てはいない。



30 SEPTEMBER 2018

日本の現状では，音楽分野の管理事業者で
あるJASRACの管理楽曲は約400万曲 9）。権
利情報のデータベースも充実している。同じく
音楽を管理するNexToneも，これまでさまざ
まな利用申請に対応してきた実績がある。許
諾条件や使用料などのルールも整っており，集
中管理のスキームは確立している。音楽分野
の管理団体が連携してECL団体を発足した場
合，代表性要件について異論は少ないだろう。

しかしほかの，例えば「写真」「漫画」「映
像」などの分野では，権利者団体に属さないフ
リーの著作者・権利者が多く存在し，そのうち
で不明権利者もかなりの数に達すると予想され
る。音楽分野のように，放送局と各団体との
包括利用許諾契約などは整っていない。ECL
導入となると，これらの分野で，「相当数を代
表」する，言い換えれば，非構成員（フリーや
不明権利者）にとっても妥当なものだと推察で
きる団体を，これから構築しなければならな
い状況だと言えよう。

筆者は，集中管理が未成熟な分野でのECL
団体の設立は現段階では厳しいとは思うが，
一概に悲観してはいない。課題を克服しようと
する取り組みや，注視すべき法改正も始まって
いる。それらは章をまたいで後述する。

ECLでは，このほかにも，管理団体が利用
者から徴収した不明権利者の補償金（分配で
きない使用料）をどう管理するか，オプトアウ
トの具体的な仕組みはどうするかなど，検討す
べき課題は多い。

北欧の先行事例 

～放送アーカイブ活用でのECL～

ここで，ECLをすでに導入している諸外国

の状況を見てみたい。諸外国報告書2016によ
ると，放送アーカイブの利活用について，特に
北欧においては，ECLと親和性が高いことを
示す記載が随所に見られる。

もともと北欧各国で1960年代にECLが導
入されたきっかけは，放送での権利処理を簡
便化するためであった。その後，懸念された
オプトアウトの行使も実際にはほとんどなかっ
た。制度の実効性が認められるようになるに
つれ，ECLは他の利用方法にも幅を広げてい
く。図書館や美術館での作品の複製，教育目
的利用，そして，近年になって放送アーカイブ
利用のためのECLも北欧5か国すべてで規定
されるようになっている。なお，ECLにはそれ
ぞれの利用方法に応じて個別に制度を適用する

「個別ECL」と，利用方法を限定しない「一般
ECL」がある。上記の北欧でのケースの多くは

「個別ECL」に分類される。

北欧における放送アーカイブに関するECL
の利用状況について，デンマークの公共放送
局DR（デンマーク放送協会）を例に，少し詳
しく見てみよう。以下に，諸外国報告書2016

（小嶋崇弘の報告部分，P27以降）の該当する
記載を要約する。

デンマークでは，2002年にラジオおよびテ
レビ番組のアーカイブに関するECL規定が導入
された。これに基づき，認可を受けた集中管
理団体“Copydan Archives”とDRとの間で，
過去に制作した番組をオンデマンドやストリーミ
ングで配信する等のECL契約が締結された。

DRはCopydan Archivesに対して年間の固
定費を支払い，そこから各権利者団体に分配
される仕組みとなっている。2008 年にはウェ
ブサイト上でアーカイブ番組のオンデマンド配
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信がスタート。翌 2009 年には，両者の新たな
合意により，「DR K」（歴史・文化チャンネル），

「DR Ramasjang」（幼児向けチャンネル）10）で
アーカイブ番組の放送を開始した。

デンマークでは，さまざまなECL規定のう
ちオプトアウト権を認めないものも存在する。
だが，この放送アーカイブ利用については，非
構成員にオプトアウト権が付与されている。た
だし，実際のところ非構成員が自らの作品を
利用されたという情報を得るのは難しいようで，
権利が行使されたケースは見当たらない。権利
者不明などで分配できなかった使用料は，芸
術家への支援などに用いられている。

以上がデンマークの概要であるが，こうし
た諸外国の調査を踏まえて作成された報告書
2017にも，ECLと放送アーカイブ活用に関する
興味深い記述がある。

「例えば，放送コンテンツの利用に着目して，
他の番組への二次利用やアーカイブ化による複
製・公衆送信の許諾を行う集中管理団体を設立
することが考えられる。この集中管理団体は，放
送コンテンツに関する音楽著作権者，音源の権
利者，作家，脚本家，映画製作者など複数の権
利を管理して，ワンストップで利用を許諾すると
いうことになる」11）

そうであれば，日本での放送アーカイブ活用
を目的とするECLの導入が期待されるところ
だが，日本と北欧とでは，著作権集中管理の
土壌はかなり違うようである。

再び諸外国報告書2016に戻ると，前述し
たデンマークのCopydan Archivesは，統括
組 織“Joint Collecting Society Copydan”の

傘下6団体のひとつである。傘下にはほかに，
印刷媒体の利用についての管理を行う団体や，
絵画など「視覚芸術」に関する団体が存在す
る12）。また，ノルウェーで放送番組の再送信と
教育目的の録画についてのECL契約を締結で
きる団体“Norwaco”は，国内36の加盟団体
により構成され，著作物のほとんどの分野をカ
バーしている13）。日本と比べて，著作物の分野
を横断して権利者団体の連携と組織化が進ん
でいるようである。

日本では「著作物の分野ごと」に集中管理が
行われているため，例えば，放送番組1本の
再利用でも，音楽・文芸・実演などいくつもの
権利者団体それぞれに対して個別に利用申請
をしなければならないのが現状だ。

大量の著作物の利用を促進し，同時に権
利者不明問題の解消を望む立場だけから見れ
ば，日本でも北欧のように権利者団体が分野
を問わず連携し，ECLの規定に適う新たな組
織を結成することが求められるところだ。しか
し，こうした連携は，当然ながら，権利者団
体側に負担を課すもので，実際のところ可能な
のか，また，非構成員や不明権利者が大半だ
と思われる分野の団体はどう対応ができるか，
克服は容易ではない。

しかし，ある程度時間を要してでも，真剣
に検討する価値はある。事実，権利者不明問
題の解消を旗印に，団体同士の連携が活発化
している。その模様を次章で見ていこう。

 3. 問題解決へ動き出した権利者たち
  ～オーファンワークス実証事業の成果と提言～

ここで取り上げるのは，日本文藝家協会，
JASRACをはじめ，写真や美術，漫画など9
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つの権利者団体が参加して，2016年10月から
スタートした「オーファンワークス実証事業実行
委員会」（以下「実行委員会」）の取り組みであ
る。裁定制度のさらなる利用円滑化に向けて，
利用者の求めに応じて，実行委員会が裁定申
請での手続きの多くを代行して一元処理を行う，
文化庁委託事業だ。この事業が軌道に乗れば，
利用者は「相当な努力」の探索や，煩雑な事務
手続きのほとんどから解放され，裁定制度の利
用が増える効果が期待されている（図3）。

実行委員会の幹事・瀬尾太一氏（日本写真
著作権協会常務理事）は事業に乗り出す動機
のひとつとして，次のように述べている。

「権利者は，利用に関して提案された案をこと
ごとく否定し，代案を出さない，社会的な利用促
進の反対勢力となっている，そのような一部利用
者からのいわれなき批判に対して，そのように思
われてしまうこと自体への反省もありました」14）

権利者自らがイニシアチブをとり，時代の要
請に応えて著作物の流通促進に貢献する。そ
れによって，作品が世に出て利益を得る機会
が増える。瀬尾氏は，権利者にとってこの事
業のメリットは大きいと想定している。

実証事業は年度ごとに行われ，その都度成
果と課題が公表された。その中で，筆者は以
下の内容に注目する。

①実行委員会の成果

　団体間の連携の深まり

成果としては，何より，事業を通じて権利者
団体同士の横の連携と情報共有が深まったこ
とだ。通常，権利者の探索や補償金算定のた
めの基礎資料などの書類情報は各団体の事務
局ごとで管理している。実行委員会では，イン
ターネット上のファイル共有を利用して，団体同
士が必要な書類を閲覧・編集することが可能
になるシステムを構築した。

あくまで権利者の個人情報保護の問題をク
リアすることが前提だが，団体間の情報共有
がさらに円滑になれば，今後，団体・分野を
横断する権利者共通データベースを作ることも
可能なところまで近づいている。

こうした連携によって権利者探索の機動力が
高まると同時に，効率的な申請フローも整って
きた。例えば，補償金算出のための基礎資料
作りが進んだことも大きい。これまで想定しな
かった著作物利用の方法や形態が次々に生ま
れる中，その都度「妥当な金額」の根拠を示す
ことは，権利者団体としても大きな負荷であっ
た。一元処理をすることで，さまざまな分野の
価格面での情報も集まる。この先さらに，著作
物の分野をまたいだ事例が蓄積・共有される
ことによって，多彩な効果を発揮するだろう。

図 3　オーファンワークス実証事業の申請フロー

（オーファンワークス実証事業実行委員会「著作権者不明等の
場合の裁定制度の利用円滑化に向けた実証事業報告書概要
2017 年度文化庁委託事業（2nd ステージ）」2018.3 より）
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②実行委員会の課題　大量著作物の申請

一方，今後に向けた課題も多く抽出された。
大量の権利者不明作品の処理を行うに際して
の実務的能力の強化や，運営費用の問題など
が挙がっている。

そして，大きな課題であり，同時に知見とし
て得られたのが，申請する著作物が大量にあ
る場合は，裁定制度に向いていない，という
ことである。

例えば，図書館や企業では保存資料（特
に写真等）をデジタル化して利用したいという
ニーズが相当数ある。しかし，これらの裁定を
申請するためには，まず，おそらく膨大な数に
達する著作物のリストを作成して，一点一点に
ついて著作権者の探索をしなければならない。
実際に運営するとなると，人員確保をはじめ，
かなりの体制強化が必要になる。古い放送アー
カイブでの裁定利用にあてはめてみると，写真
が満載の戦後史番組や，大々的なエンターテイ
ンメント番組など，リスト作成だけで気が遠く
なるものは数えきれない。

ただし，換言すると，著作物の数が限られ
た申請であれば，この事業の有効性は高いこ
とが確認された。

③実行委員会の提言「限定的拡大集中処理」

こうした知見を踏まえて，実行委員会は，権
利者不明問題の解消に向け，特に大量の著作
物の権利処理についての独自の提言を行った。

「限定的拡大集中処理」の制度化である。
これは，前章で述べた利用目的に応じた

ECLの要件をさらに絞り込んだもの，とも言え
よう。対象となる著作物と，利用範囲・目的を
極めて限定的に定めて，そのための管理団体
が利用の許諾をするもので，以下の3つの条件

すべてを満たすものと定義している。
すなわち，（1）特別の場合であり，（2）通

常の利用を妨げず，（3）著作権者の正当な利

益を不当に害さない利用である。
これら3条件は，いわゆるスリー・ステップ・

テストと呼ばれ，「権利の制限」を認める場合
の要素として，著作権の国際条約にも明記され
ている15）。3条件の定義については諸説あるが，
簡潔に言えば，「特別の」とは，ある特定の目
的を示し，「通常の利用を妨げず」は，文化発
展のために権利制限が必要な場合，あるいは
そもそも利用許諾の市場が成立していないよ
うな場合を示す，と解釈できよう16）。

実行委員会は，例として「試験問題の二次
使用（過去問題集の発行等）」や「授業での利
用」にあたって不明権利者がいた場合などに，
限定的拡大集中処理を採用できると提言する。

3条件を満たすには，利用の目的は公共性
の高いものほど適しているだろう。前章で述べ
たように，北欧並みのECLの即時導入はまだ
ハードルが高いのが日本の現状だ。その中で
のこの案は，権利者不明問題の解消に向けて
も，著作物が大量で裁定制度に不向きな放送
アーカイブ活用にとっても，カンフル剤になり
得ると筆者は考える。

 4. むすびに
      ～放送アーカイブ活用に向けて～

デジタル技術の急速な発達によって，大量
の著作物が流通し，多くの需要を生んでいる。
TPP関連法成立による著作権保護期間70年
延長は，果たして時代の求めに適ったものだろ
うか。いまも眠る，あるいは浮遊する権利者不
明作品を堂 と々利用するための制度の確立が
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急がれる。
裁定制度の利便性のさらなる向上とともに，

注目されるべきは，拡大集中許諾制度（ECL），
あるいはそれと同質の，日本の現状になじむ形
での集中管理システム導入に向けた検討だろ
う。より多くの人々が放送アーカイブに接するこ
とができるルートを見つけるうえでの大きな課題
は，代表性を担い，分野を横断した集中処理
のスキームを持つ団体が作れるか否かである。

むすびとして，放送アーカイブ活用を目指し
た新たな権利処理のあり方について，筆者なり
の試案と考察を示し，展望を伝える。

考察①

裁定制度と拡大集中許諾制度の併用型

まず，裁定制度については，オーファンワー
クス実証事業が軌道に乗り，正式に利用者を
代行して裁定申請をする団体として運営を開始
すると想定しよう。

また，ECLについては，管理団体は「著作
権の分野ごと」または「利用目的ごと」で構成
されるが，日本の現状に沿えば，「分野ごと」

のほうが実現はスムーズだ。著作権等管理事
業法のもとで運営している既存の管理事業者
が ECLを採用するのだ。しかし，ECLの代表
性要件，すなわちその分野の権利者の「相当
数」を代表すると言うに足る団体でなければな
らない。相当数の定義が問われるところだが，
音楽と実演の分野では一定数の構成員を把握
していると言って差し支えなかろう。音楽では
JASRACとNexToneが，実演ではaRma（映
像コンテンツ権利処理機構）がそれにあたる。

その前提で，権利者不明作品を抱える放送
アーカイブの二次利用にあたっては，
● 音楽と実演に関してはECL契約を結ぶ
● 他の分野の著作物について権利者が不明

の場合は裁定申請団体に手続きの代行を

依頼する　

という「併用型」が考えられる（図4）。これは，
制度としての実現可能性は比較的高い。

しかし，ひとつの番組でECLと裁定という，
別々の制度を利用する著作物が混在し，それ
を選り分ける作業のための新たなコストが発生
しかねない。また，特に実演については，オ

プトアウトがどの程度発生
するかは予測困難であり，
実効性への危惧はぬぐい
きれない。

考察②

放送アーカイブの

限定的拡大集中処理

では，前章の「限定的
拡大集中処理」の案を，利
用目的を放送アーカイブ活
用にあてはめたらどうなる
だろう（図5）。

写真 絵画 文芸
音楽 実演

裁定申請
依頼

利用可否
連絡

契約

個別交渉

裁定申請団体

ECL団体 ECL団体

オプトアウト

放送アーカイブ

請請

別交個別

オプトア

利利利

契契

体 ECL団体

図 4　裁定＆ ECL 併用型イメージ
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この案の利用には「（1）特別の場合であり，
（2）通常の利用を妨げず，（3）著作権者の正当
な利益を不当に害さない」の3条件がつく。

例えば，「NHKのアーカイブ番組を大量にイ
ンターネット公開する」という目的では，この3
条件をクリアできるだろうか。
（2）の「通常の利用」を妨げ，（3）「正当な

利益」を害する，と異論が出る可能性は高い。
NHKのアーカイブ大量配信によって過去の作
品や実演が広く公開されれば，すでに配信に
よって収入を得ている権利者にとっては経済的
な損害を被ることもあり得よう。

しかし，目的を公益性のあるものに絞れば，
本稿前編でも紹介した，医療機関との提携で
認知症患者などを対象とした「回想法ライブ
ラリー」や，地域再生のヒントとしての活用 17），
そして，教育や研究など，さまざまな用途が
想定できる。公開の範囲も，全国の図書館や
博物館などの公共施設内と限り，放送アーカ
イブを開放する方法もある。また，インターネッ
トでの公開については，一定の要件を満たす
者だけに視聴権限を与える方法がある。これ

らの絞り込みによって，（2）「通常の利用」を妨
げないものとし，（3）「著作権者の正当な利益」
に相当する補償金を支払うことで，限定の3条
件をクリアすることは可能だ。この場合，利用
目的の公益的側面から見て，オプトアウト権を
制限するとしても，妥当性があるだろう。

2018年春の国会では，TPP関連法と並んで，
将来のECL導入のモデルを予感させるような
著作権法の改正がなされた。遠隔地に向けた
授業のインターネット配信で，教師などが著作
物を送信するような場合，権利者の許諾権は
制限されるが，補償金請求権が与えられること
になった。

この補償金を一括して徴収するのが，新たに
発足する予定の指定管理団体である。ここか
ら最終的に各権利者に分配する仕組みを作ろ
うと，これから組織化が始まる。指定管理団
体の構成メンバーには，各権利者団体ととも
に，放送事業者団体も加わる。施行は3年以
内と定めている。

制度の背景は異なるが，この新たな補償金
制度による指定管理団体は，や
がてはECL団体の祖となり得
るのではないか。もし，この団
体が安定して業務を継続できれ
ば，「授業での配信における著
作物利用」という目的を，「公益
的な放送アーカイブ活用」に置
き換えて運用することは，希望
的観測を含みつつも，決して無
理な話ではない。

また，法改正と同時期に発表
された「規制改革推進に関する
第3次答申」18）でも，NHKアー

写真 絵画 文芸 音楽 実演

契約 オプトアウト権
の制限？

利用目的と
範囲を限定

放送アーカイブ

約約約

非構成員

構成員

集中管理団体

図 5　限定的拡大集中処理イメージ
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カイブスのより積極的な活用への検討が明記さ
れた。それぞれの政策が有機的につながりつ
つあると予感するのは筆者だけか。

放送アーカイブ活用の場面は無限だ。適切
な方法で，幅広く開放することで，公共メディ
アの新たな存在価値を発揮できるはずだと，
確信している。

以上，放送アーカイブ活用の視点から，権
利者不明問題の解消を目指して検討を重ねて
きた。諸外国でのECL運用のより詳細な状況
や，国内での今後の動向を注視しながら，引
き続きこの問題を考察していきたい。

なお，本稿では触れなかった問題がある。
NHKが得意とするドキュメンタリー番組等に
は，市井の人々の表情や暮らしぶりが映って
いるが，その肖像権をどうクリアするかという，
非常に大きな，著作権とは位相の異なる問題
が存在することを付記しておく。

放送アーカイブでの肖像権の扱いは，今後
研究を深め，改めて論じたい。

（おおたか たかし）

注：
	 1）	過去に放送された番組・ニュースとその映像・音

声素材を「放送アーカイブ」と総称する。本稿の
前編『放送研究と調査』2018年8月号参照

	 2）	「裁定の手引き」（文化庁）参照
	 3）	著作権等管理事業法に則り，著作権者の権利を

管理する事業者。2018年4月現在，27団体が登
録

	 4）	例えば実演が録画されたテレビドラマのDVD化
の場合，小売価格（税抜）×使用料率（10％）×
寄与率×出荷数で計算する

	 5）	「諸外国報告書2016」P1。下線は筆者
	 6）	「報告書2017」P42（今村哲也）
	 7）	北欧諸国では，図書館等における複製や有線再

送信など，一部の場合，オプトアウト権が付与さ

れていない規定もある（「諸外国報告書2016」資
料編別表1「各国制度概要比較」参照）

	 8）	「報告書2017」P9（石新智規）
	 9）	JASRACの管理楽曲は，国内作品が約161万，

外国作品が約236万（2018/3/31現在）
www.jasrac.or.jp/profile/outline/index.html

	10）	「DR K」「DR Ramasjang」の括弧内は筆者付記
	11）	「報告書2017」P50-51（山崎貴啓）
	12）	「諸外国報告書2016」P41（小嶋崇弘）
	13）	同上 P58-59（田渕エルガ）
	14）	瀬尾太一（2016.8）「オーファンワークス問題の解

消に向けて～『権利者による，権利者不明問題を
考える勉強会』中間まとめについて～」『コピライ
ト』No.664/vol.56（著作権情報センター）P29

	15）	文学的及び美術的著作物の保護に関するベルヌ
条約 第9条（2）項など

	16）	「通常の利用を妨げず」については，山本隆司
（2006）「権利制限の法理と私的複製の限界」参照
www.itlaw.jp/monyabook.pdf

	17）	前編（1に同じ）P8 ～ 10参照
	18）	規制改革推進会議（2018.6）「規制改革推進に関

する第3次答申～来るべき新時代へ～」P51
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